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市街地の安全性と居住性に関する居住者評価と

その防災志向について

一一地域危険度から防災まちづくりへの展開の試論的検討一一

中林一樹*

要約

本研究は，居住者の災害危険意識と居住環境意識との間の関連を，防災まちづくりの展開という視点

から把握し，まちづくりの対象としての地区環境と環境評価の主体たる居住者の要求する防災対策の背

景を明らかにすることを目的とするものである。主たる調査方法はアンケート調査である。その結果，

①平常時においては，災害危険意識は居住環境意識よりも強く表明されること，②災害危険意識は家庭

での防災対策を促進させうるがその実施は所得水準に大きく規定されること。③特に火災に対する危険

意識が高いこと，③しかしながら，住宅に関しては中高層共同住宅への安全性評価が高いにも拘らず実

際の開発に際しては(木造)戸建住宅を希求し，非体験的に形成された災害危険意識は日常生活を通し

て形成される居住環境意識の中に潜行してしまうことなどが明らかとなった。

1.はじめに

防災まちづくりは，各々の地域が災害に対してどのよ

うな側面でどの程度危険な状況にあるのかを把握するこ

とが必須の要件となる。地域危険度は，災害の種類によ

り計測すべき要素が異なるため，各種の災害の発生プロ

セスを構造的に把握することが必要である。災害の構造

については，すでにいくつかの論考がなされている(佐

藤他:1964，西山:1968，高橋:1975， 中林:1979な

ど)。ただ，こうした災害の構造に関する論議は，基礎

的，概念的であり，災害の種類別に発生，拡大のプロセ

スを把握しきったものではない。特に地震災害について

は，その復合的様相の故に未だその発生，拡大のプロセ

スが充分に把握されてはいない。しかしそうした状況に

おいても，防災まちづくりを推進していくには，現状で

の市街地がどの場所でどの程度の地域危険度を有してい

るのかを測定することが必要である。

この観点から，東京都では地震災害についての相対的

な地域危険度の測定を全国に先がけておこない， 1975年

に公表した。これを契機に各地で地域危険度の測定がお

こなわれるようになったので、あるが，その測定手法は必
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ずしも確定されたものではない。しかしいずれの手法に

おいても，特に地震災害においては，地域危険度はその

地区の市街地状況(土地利用状況，人口状況，都市施設

状況)に大きく左右される。その市街地状況は平常時の

種々の建設活動，個々の建築行為の集積として形成され

ているのである。

地域危険度の測定にはじまる防災計画及び防災まちづ

くりは， “安全性の向上"を論理の主柱とする計画であ

るのに対し，市街地の形成は結果的には，経済性，利便

性，に左右されているといわざるをえない。それは，ま

た，需要者としての居住者の居住行動が経済性や利便

性，快適性などの日常的居住性によって律せられている

ことを示しているに他ならない。従って，日常的な市街

地の形成と防災まちづくりとの聞には大きな落差がある

ことが少なくなく，防災まちづくりを実現していくため

にはそれをいかに埋めていくかが重大な課題となる。

2. 研究の位置づけと目的

防災都市づくりは，既成市街地のもつ危険の修正及び

その拡大防止と，新しく形成される市街地の望ましい形

態への誘導とを同時に進めることによってその全体系が
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組みたてられる(中林.1978)。しかし，災害による危

険性のポテンシャル(災害の拡大要因)は，日々の市街

地の拡大・変容の過程及び個々の日常生活，活動の中

で，一部の再開発地区などを除いて，マクロには集積，

拡大している。特に市街地の大部分を占める居住地にお

いては，居住者個々の日常生活上の住要求に対する個別

対応の積み重ねによって居住地空間が形成・変容してい

くのだが，その結果，多くの場合，相対的な日常的居住

環境の悪化と災害時の危険増大をもたらしていることは

否めない。しかも，そうした住宅の増改築や新築・購入

時における最終的な選定理由や評価をみると，一般に調

査票の設計上，安全性に関する選択肢が少ないことにも

よるが，日常生活の利便性，快適性が優先し，安全性へ

の配慮は少ない1)。 しかし，防災都市改造・市街地の安

全強化から市民防災活動に至るまでの総合的な防災まち

づくりは，本来個々の日常性の中に位置づけられねば実

効的には展開し難し、。本研究は，日常のまちづくりにお

いて，地震災害防止を中心とする防災まちづくりの展開

の可能性とその糸口を見いだすために，大都市居住地の

災害時の安全性と日常の居住性に関する居住者の評価・

認識及びそこでの安全性と居住性の相互関係の把握を試

みたものである。

3. 研究の方法及び調査の概要

本研究では，東京大都市圏において相対的に都市化の

新しい東郊 (WATANABE.1980) である千葉県市川

市を例として，入手可能な町了別データによる相対的な

地域危険度の測定をおこなった。同時に市街地の形成時

期，地域危険度及び現在の市街地形態に着目して選定し

た5地区，さらに都市居住の典型例として大規模高層民

間分譲マンションと，中層公団分譲住宅団地を加えた，

計7地区において，市街地の安全性と居住性に関する評

価及び防災志向に関するアンケート調査をおこなった。

3-1 地震に関する地域危険度の測定と結果

の概要

地域危険度の測定は，地区間(メッシュ又は町丁目区

域など)の“相対的"な危険度の比較をおこなうもので

あり，被害の“絶対的"量の把握をおこなう被害想定と

は異なる2)0 以下では，アンケートによる評価，意識の

調査に先立っておこなった市川市の地震に関する地域危

険度の測定結果を示す。

(1) 測定単位地区

東京都 (1975)における測定は. 500メートノレメッシ

ュを単位としておこなわれた。しかし，本調査で、は，地

域危険度の測定から防災まちづくりへの展開の可能性の

検討を目的としていること，各種の行政データが町丁目

1 :湊新田 2 :真間 3 :大洲 4 :曽谷

5 :田尻 6 :富浜(マンション) 7:本北方(即断

図-1. 市川市の地区割りとアンケート対象地区

別に集計されていること，一般市民にとってはメッシュ

よりも町丁目の方が認知されやすく防災まちづくりへの

展開に向けては町丁目単位で検討していくことが有効で

あると考えられること，の理由により，町丁目をベース

に30ha前後の区域面積を基準として. 137地区に地域

割りした。(図-1)

(2) 地域危険度の測定

地域危険度の測定手法は先述のように確立したものは

ない。反面，現実問題としては町了目別に集計されてい

るデータ及び集計しうるデータの種類は様々であり.{7IJ 
えば東京都 (1975)の測定手法が他のすべての地区で適

用しえない(新たに資料収集するため財政条件も含め

て)のである。こうした理由から，本調査では以下のよ

うなデータを用いた。(この点は，測定手法の確立とと

もに測定に必要なデータを如何に各地域で整備できるか
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夜間人口密度 (550) 0~4 

15歳以下人口密度(550) 一一一一一一 0~4

65歳以上人口密度(550)一一一一一-0~ 4 

グロス容積率(s 52) 0 ~ 4 

商底分布密度(s 51) 0 ~ 4 

製造業事業所分布密度(s 51) 一一一0~4

益問人口密度(s 50~51)一一一一一一 0~4

地域特性からみた地域危険度一0~4

木造建物容積率(s 52) 一一一一一一0~4一「

木造建築物に対する相対的地盤危険度一一1-5ー斗ー→木造建築物の地域危険度一一一一0-4

地盤の液状化現象発生の可能性一一一0-3---1 地域危険皮)O~15

木造建物容率(552) 0 -4一寸

人口 100人あたり危険物量 (s52) -0 -4ー+→建築物の焼失危険度一一一一一一0-4

木 造 率(s 52)一一一一一一一0-4---1

夜間人口密度 (550) 0-4一「

飲食庖分布密度(5 51)一一一一一一-0-4一寸

人口 100 人あたり危険物量 (552) ー 0~4ー十→出火危険度一一一一0-4

木造建築物に対する相対的地盤危険度一一1~5 -j 

地盤の液状化現象発生の可能性一一0-3---1

図-2 地域危険度の測定に用いた項目
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図-3 地域危険度のランクと地区数

という地域危険度の測定上の大きな行政課題ともいえ

る。)測定に用いたデータとその測定の概略は図ー2に

示した。 4)

図-2の結果を図-3に示すランク付けをおこなっ

た。その分布は図-4である。

3-2 アンケー卜調査の概要
居住地の安全性と居住性に関する評価・認識を把握す

るために，居住者に対するアンケート調査をおこなっ

た。調査地区は，図-1に示してある。各地区の概況は

表 1に示す如くである。各地区とも地盤条件としては

自然堤防・砂洲(古い集落や街が立地)を除き木造家屋

には不利な地盤であり，そこに昭和30年代後半以降居住

地が拡大しつつ現在に至っている。現況における各調査

地区の「地震に関する相対的地域危険度」は 0-4ラ

ンクと多様で、ある。なお，危険度0，1は，未だ空地も

多く形成途上の居住地であり，それがどのような居住地

を形成していくかは，宮城県沖地震の新開発地での被害

をみるまでもなく防災都市づくりの重要な側面である。

しかし，本研究ではまちづくりを，供給側たる土地所有

者の意向からでなく，まず需要側から捉えることに視点、

をおいた。即ち，需要を顕在化させた居住者による居住

地の安全性と居住性に関する認識の把握であり，その調

査方法としてアンケート調査を用いた。

アンケート項目は，居住年数，住宅所有，建築構造と
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形態，規模，建築年数，世帯状況，所得，居住地の居住

環境と災害危険の評価，開発タイプ別の居住性と安全性

への影響評価，転居意向と希望住宅形態，増改築意向と

建物共同不燃化志向，家庭での防災対策と室内状況，地

区に望む防災対策，初期消火活動意識である。調査は，

1978年3月に各地区の町会及び管理組合の協力を得て戸

別配布し，郵送回収した。回収率が20-50%と低いこと

は否めないが， 6地区(マンション)と 7地区(公団団地)

については，母集団が同質的であり回収票は母集団を抽

象している。また，他の地区では民営借家層からの回収

が低いのであるが，居住年数，住宅形態・規模などの居

住地状況という観点からは，母集団を抽象しうるものと

いえよう。(表一1参照)居住者の属性上の差異が環境

評価に影響を及ぼすことは，いくつかの研究(佐藤ら:

1976，畑:1979など)において明らかにされているとこ

ろである。従って，上記の回収上の問題は決して無視し

えない問題なのである。しかし，本論では属性問の評価

の偏寄については留意しつつも地区別集計を分析の基本

において，数10ha以上の広がりの平均値として示され

ている，地区の客観的安全環境水準(地域危険度)と，

それに対する環境評価の聞の関係，及び日常的居住環境

評価と災害時の安全環境評価との間の関係とその構造的

枠組みについて試論的検討をおこなうものであり，その

ための分析には耐えうると考える。

総合都市研究

アンケート調査の結果と分析

表-2は，日常的居住環境に関する12項目と災害危険

に対する安全性に関する12項目について，各地区の各々

の現況を 7段階で評価した結果を， i非常に良好・安全」

に十 3点， iどちらでもない・わからな L、」にO点，

「非常に悪い・危険」にー 3点を与え，地区別の平均値

4. 
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地域危険度の分布
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高グL量主主土緋 ァγヶート調査結集にみる地区の傑況

入国普防隊地

食造 盤 指定道火失地合
密日 容~ 遍 E日7 地

居住年歓建築経過 造

容浩司町広業り 被 域 ν 度積 火火画整
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率率率度度度物検化性検険険険グ %造造造建理

11111111010101413111312111 71 2 

2.真間 213111110111 01 11 21 31 21 21 11 81 2 .前の戸建住宅地 103 5Ot'vu~:'^191.8I76. 5I 18 弱 国 6111.51 6.3117.7 
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5.由民 1101010111011101011131411101212121611 工住慢在盟 8 砥 17. 陣 5.31 -13.9 
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・建ベい率混U成比は被害想定のために延床面積を地区平均踏教で除して求めたものであるo(i市川市:1979， p.p.5ト邸)なお，被書l!'.定のたゐの廷鍵速度などの検討結果ほ.木造率(延床菌績比)等を指標とでFる上記の焼失出険度

の測定が妥当であることが傍らかとな。た.

図-4
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表-2 地区別の居住環境と災害危険の評価(企は負)

調査地区番号

調査項目

1.家屋の建て込み，混雑の度合

2.日照や通風などの状態
3.庭など家のまわりのみどり

いいいいトト ~I7 1全体
問Ul大洲曽谷|田尻 lzJl 団地~竺

JJiltrjjjjjJJil::;jJi 
4.近所での空地などのゆとり / 0.606/企 o.844/. O. 094/. O. 467/ O. 90羽 1. 2581 1. 5611 0， 331 

5.公園や緑地の利用のしやすさ 1 O. 6061. O. 5311 0.44刻企 0.2271.0.27刻 1. 1181 O. 8031 0.296 

6.近くの道路の安全さ(交通事故企 0.31引企 0.16引企 0.57刻企 O.2131. O. 3941企 O.3011 O. 136/企 0.3021

7.近くの道路幅の広さ

8.騒音・振動の状態(静かさ)

9.下水や水のはけ具合

0.38国企 O.6251. O. 8911. O. 4671企 O.535/ O. 656/. 0.076/. 0.2541 

A. O. 5191 O. 125/企 O.109/ O. 5731企 0.1551 0.2801 0.3641 0.043 

• 0.2021 1. 0831企 0.4571.0.2801. 0.3941 0.0431 0.7881 0.039 

具合卜:111::::l:;;卜判明::q:;:|
;!は lA:::14正17-fil:ょ:::

13.洪水・水害に対する安全さ

14.地盤沈下など宅地の安全さ

15.高潮に対する安全さ

16.崩くずれに対する安全さ

17.堤防の決壌に対する安全さ

18.地震による火災・廷焼の安全さ

19.地震による建物破壊の安全さ

20.災害時の避難における安全さ

21.危険物等の爆発に対する安全さ

22.災害時の隣近所での協力他制

b E522 

を求めたものである。

0.1921 0.16引企 O.2551 O. 2401. O. 2541 O. 6021 1. 69η 0.264 

• 0.2881 O. 5421. O. 153/. O. 4州企 O.3101. O. 81引 0.7231. O. 120 

0.5191 0.77引企 0.0511 1. 3側企 0.0141企 0.0221 1. 9241 O.日31

• O. 2601. O. 99ω. O. 8261. O. 88刷企 O.5071 0.4841 1. 0461. O. 355 

... 0.2981. O. 63日.O. 6571. O. 5331. 0.2391 O. 3761 O. 6361. 0.261 

O. 0191. O. 2601. O. 161/ 0.2131 O. 141/ O. 2801 

0.0001 0.32割.0.3191 0.3倒 0.4291 O. 301 

• 0.0581 O. 11日企 0.0071 0.34引 0.3381企 0.043

0.985 0.1061 

0.803 

0.166 0.091 

0.0081 

“家屋の建て込み混雑..(0.362)のI顕である。なお，全

表-2をみると，全地区集計において，居住環境項目 地区で正に評価されているのは， “日照や通風 “隣近

で負に評価されているのは，“交通事故等道路の安全さ"

(一0.302)，“道路の幅員..(ー0.254)，“周辺でのみど

り..(-0.080)である。逆に正に評価されているのは

“日照や通風..(0.872)，“隣近所のつきあい..(0.763). 

所のつきあい"であり，さらに“全般的にみた居住性"

である。

向様に，安全性についてみると，負に評価されたのは

“地震による火災，延焼の安全さ..(ー0.355)，“地震に
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災害に対する安全性評価

全般的にみた居住性評価。

よる建物破壊の安全さ" (-0.261)， “(平常時の)火災

(延焼)に対する安全さ..(ー0.202)，及び“地盤沈下な

ど宅地の安全さ"(-0.120)である。逆に正に評価され

たのは，“崩くずれに対する安全さ" (1. 796)， “高潮に

対する安全さ"(0.673)，“堤防の決壊に対する安全さ"

(0.543)，が群を抜いており，次いで“洪水，水害に対

する安全さ"(0.264)である。先の三項目のうち，特

に，崩くずれは 4地区の近傍にガケがあるにすぎなか

ったこともあって，今回の調査対象項目から除いて考え

るべきであろう。また，近年の市川市の水害は，市街地

内小河川の内水氾濫によるものであり，高潮，江戸川の

堤防決壊による水害は体験していない。ただ，狩野川台

風(1958)により浸水を体験した 5地区 3地区，及

び2地区では，洪水，水害についての評価が相対的に低

いのである。(市川市， 1978) 
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地域危険度と安全性，居住性評価との関係
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(2) 地域特性からみた危険度のスコアと安全性，居住

性の評価

地域特性からみた危険度のスコアとの関係は，図-6

であり，先の図一5の場合と同じ傾向を示している。 4

地区の危険度スコアが，総合としての地域危険度の高さ

に比べて相対的に低いだけである。

(3) 木造建物の損壊についての危険度のスコアとそれ

に対する安全性の評価

図ー7にみるように，全居住者が耐火造 (RC及び

4-1 地域危険度と地区の安全性評価
表-1に示した安全性にかかわる客観的環境指標とし

ての各地区毎の地域危険度，及び図ー2に示した項目の

危険度のスコアめに対して，表-2にまとめた項目のう

ち，危険度と，それに関連した5つの項目についての地

区別の居住者の評価との関係をプロットしたのが，図-

5から図-8である。(なお，図中の数字t土地区番号を

示す。表-2参照)

(1) 地域危険度と地区の安全性，居住性の評価

図-5において 7地区(公団住宅団地)を除いて，

白からの住んでいる地区の“災害に対する総合的な安全

性"の評価と各地区の地域危険度のスコアとの聞に正の

相関がみられる。同様に，“全般的にみた地区の居住性"

の評価と地域危険度のスコアの間にも一定の関係をみと

めることができる。 7地区については，約280戸の分譲

住宅団地なのであるが，各住戸が中層共同住宅(耐火造)

であるのみならず，オープンスペースを有する団地を形

成していることから，安全性においも居住性においても

最も高い評価(安全で、良好)を与えている。つまり，団

地を含む地区の地域危険度のスコア 7点(ランク 2)に

も拘らず，団地居住者は特に安全性の面において団地に

高い信頼を寄せていることが伺えよう。同規模(約270

戸)の大型分譲マンションを対象とした6地区は，土地

区画整理後未だ空地も多いのであるが，その安全性，居

住性への評価とは対照的なのである。

なお後述するが，安全性の評価と居住性の評価の聞に

は高い正の相関がみられるが，安全性をこのように全般

的居住性からとりだしてみると，その評価(危険意識)

が平均的に約0.3ポイント低いのである。このことはま

た，居住立地にあたっては，その居住性，特に快適性，

利便性によって強く決定され，その災害に対する危険意

識は隠ぺいされることを示しているとも考えられよう。

図-6
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地震時の建物破壊に対する安全性評価

図-7 木造建物の損壊の危険度とそれに対す

る安全性評価との関係
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図-8 出火及び焼失危険度と，火災について
の安全性評価との関係
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図-9 出火及び焼失危険度のスコアと周辺で
の建物の建て込み具合の評価

7 
・一ー・

SRC造)建物に居住している 6，7地区では未だ周辺

での木造家屋の建て込みが少ないこともあるがその地盤

の悪さ(表 1)にも拘らず，安全性の評価が高い。逆

に，相対的に旧い木造家屋の多い 2，3地区では，その

安全性の評価が低いことが伺われる。なお 6地区(マ

ンション)に関しては，調査時点が1678年3月で，宮城

県沖地震における高層共同住宅の被害が注目される以前

であったことから，宮城県沖地震後に，その安全性評価

がどのように変化したかは，興味深いところでもあるめ。

(4) 出火及び焼失危険度のスコアと火災に対する安全

性の評価

図-8は，上記の危険度のスコアと平常時の火災及び

地震時の火災に対する安全性の評価を地区別にプロット

したものである。図-9は，そうした火災に対する安全

性に最も関連が強いと思われる周辺での建物の建て込み

具合の評価を横軸にプロットしたものである。各々の評

価(意識)隠の関係については後述するが，いずれもあ

る程度の相関(つまり，客観指標としての出火及び焼失

の危険度が高いところでは，火災に対する危険感が高

い)がみられる。

以上の結果は，少なくとも，安全性に関して居住者の

居住地についての評価は，その地区の客観指標で示され

る環境水準と，一定の正の相関関係にあることを示して

いる。それは，次に分析する各居住者の評価が，その居

住地での生活体験を経て形成された，環境条件の反映で

あると考えることができることを示している。

4-2 市街地状況と地区の居住性評価

7 

市街地の日常時の居住環境条件を，総合的，客観的に

指標化することも難しい。本節では，表-2の項目のう

ち，正及び負において，特に評価の著しい項目について

検討してみる。

(1) 建物容積率と建て込み感

図-10は，地区毎の建物容積率(課税対象建物延床面

積の和を地区面積で除したもの)と表一2の“たて込

み，混雑"の評価の関係を地区毎にプロットしたもので

ある。 (4地区は，小学校を含むのであるが，非課税建

物であるため，実際よりも容積率が低くなっているが，

数%の差であろう。)これによると，地区の容積率と居

住者の“たて込み"感には，一定の相関がみられるので

ある。ただ 4地区は，小学校を地区の中央に有してい

るが，残存農地を介在させつつミニ開発型の建売住宅群

の集積しつつある地区であり，その容積率の低さに比べ

て，たて込み感は非常に高くなっているものと考えられ

る。他方 7地区は，公団住宅団地と，その周辺の個別

市街化が展開しつつある地区であるが，団地居住者にと

っては，団地形式の放か，たて込み感が稀薄なのであろ
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図-10 容積率と建て込みの評価
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図-11 建ぺい率と日照，通風の評価

う。

(2) 建ぺい率と日照や通風の評価

図-11によると，図-10の場合と同様に， ミニ開発に

よる最近の建売住宅地区である 4地区を除いて，建ベい

率の高い地区では，日照や通風の評価は低くなる傾向が

示されている。 4地区は，建売住宅群と農地の介在した

市街地であるため，地区平均の建ぺい率は高くないもの

の，実際には，住宅群ごとの建ぺい率は法定限界一杯と

高く，その結果としての評価は，当然低くなっているの

であろう。

(3) 道路状況と道路の評価

図 12は，市川市の幅員 6m以上の道路を図示したも

のである。市川市は，図にみるように 6m以上の幅員

の道路は，土地区画整理事業をおこなった地区以外では

主要な幹線道路のみである。今回の調査地区では 1，

7地区のみ 6m以上の幅員の道路が整備されているにす

ぎない。

図-13は，そうした道路現況のもとでの道路幅員に対

する評価と交通事故に対する安全性の評価の関係をみた

ものである。図一13によれば， 1， 6地区を除いて幅員へ

の評価が高くなると，交通事故に対する安全性の評価も

高くなってし、く傾向にあるといえるが 1，6地区では

幅員の評価の高さに比して，交通事故への安全性の評価

は相当に低いのである。このことは，道路整備と交通事

一_ 6M以上道路

・ー鉄道

ー-一行政区域境

図-12 幅員6m以上の道路
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道路幅只についての評価

。:土地区画整理済地区

図一13 幅員と交通事故の評価

故の負の相関であり，他地域でもみられる現象である。

(日笠， 197η 

以上のわずかな結果ではあるが，居住性についての地

区評価(地区の居住環境の評価)においても，居住者の
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環境体験を通じて形成される評価は，骨格的には，客観

的な居住環境条件に規定されており，その評価は逆に環

境条件を反映していると考えられよう。

4-3 居住性評価と安全性評価の相互関係
前節までの概略的検討から，安全性及び居住性に関す

る居住者の地区評価は，地区の客観的環境条件との間に

一定の相関関係をもっているとの前提にたって，本節で

は，居住者意識の中における同一地区の，居住性と安全

性の評価の相互の関係をみる。従って，以下でとりあげ

る項目は，表-2における評価項目から，いくつかの特

徴的な災害に対する安全性と，それに対峠する日常的居

住性の項目についてである。

(1)全般的にみた居住性の評価と安全性の評価

全般的にみた居住性の評価は，全地区で正の評価であ

り，全体集計(平均)で0.375である。他方災害に対す
る安全性の評価は 6，7地区(特に7地区は全項目に

ついて正の評価である)を除いて，負の評価(危険感を

もっ)であり，全体集計(平均)では0.008なのである。
表-3は，回答全体における，居住性と安全性の相互評

価のグロス集計から，同一人物における両評価の出現頻

度をみたものである。

表-3全体としての居住性と安全性の相互評価

目¥住性安¥¥全¥性1書品下二
カミ や いど や カミ 1β吊t ら
な や えち や な
り
良
なら
悪
り 計

好良
L 、と 耳ICl¥豆 悪
好 も し、 L 、 L 、

非常に良好 10.310.310.41 -1 -1 -1 -1 1.0 

かなり良好 1 o. 11 3. 51 4. 01 3. 0) 0.91 0.41 -1 12. 0 

やや良好 1O. 311. *0. 8112. 81 5. 01 O. 61 O. 31 31. 8 

口氏も 10.411. 517仰118.312.410.71 39.7 
やや惑い i→-1O. 41 4.41 4. 111. 91 o. 61 11.4 
かなり悪い l →-1 イ0.911.01 o. 61 o. 61 3. 1 
非常に悪い |イ -1イ-10.310れ41 1. 0 
計 11. 217. 2123伽2119.616.212.61100.0
居住性と安全性をともに同ランクで評価したのが全数

の38.8%であるのに対し，居住性より安全性を低く評価
したのが42.8%，逆に居住性より安全性を高く評価した
のは18.4%にすぎない。
図-14は，この両項目の地区別評価をプロットしたも
のである。 7地区を除いていずれの地区も居住性につい

ての評価より安全性の評価が低いこと，さらに両者の評

価には，正の相関がみられることが明らかである。
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図一14居住環境と安全性評価の関係

'7 

1.0 

(2) 火災の評価と市街地状況(建て込み，空地)の評

価

図ー15は，平常時の火災と地震時の火災に対する安全
性の評価の相互関係をみたものである。先述のように，

全般的に平常時の火災よりも，地震時の火災により高い

危険意識を有しているのであるが，さらに両者は高い正

の相関関係にある。また，図-16は，地震時の建物破壊
の危険意識と火災への危険意識にも正の相関関係にある

ことがわかる。

図-17，図-18は，平常時の火災及び地震時の火災に
対する安全性の評価と，周辺での建物のたて込み具合及

び空地のゆとりについての評価との関係をプロットした

ものである。いずれも，一定の正の相関にあることが明

らかである。つまり，先述のごとく，建て込み感や周辺
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図-15平常時の火災と地震火災に対する安全性の評価
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図 16 地震時の建物破壊と火災に対する安全性の評価

1.5 

建
物
(7) 1.0 
fこ
て
込
み

具ノ、 0.5 

(7) 

1111i 。12

5 
。一・

。→
1 

。ー一一一←一一ー~
6 

。-，。一・
3 

-0.5-g 
1.0 --0.5 
平常時の火災に対する安全性評価・

地震時の火災に対する安全性評価。

図一17 地区の建て込み感と火災への評価

。一・
7 

での空地のゆとり，日照等の評価は，地区の容積率や建

べい率と一定の相関関係、にあるのであるが，特に建物の

たて込み感は，その地盤条件等から形成される建物破壊

に対する危険感と相俣って，火災に対する危険意識を高

めることが読みとれよう。

(3) 道路の評価と災害時の避難における安全性の評価

図 19は，周辺での道路幅員についての評価と火災時

の避難における安全性の評価をプロットしたものであ

る。先述のように，土地区画整理済の 1，6地区では道

路幅員への評価は高いのであるが，その他の細街路網を

不充分と評価した地区では，道路幅員の評価と避難の安

全性には正の相関がみられ，日常的には道路の狭さに不

満をもっているが災害時の避難にあたっての安全性には
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図 19 災害時の避難と道路幅員の評価

相対的に高く評価している傾向がうかがえる。

。
6 

図-20は，交通事故に対する全安性の評価と災害時の

避難における安全性の評価との関係をみたものである。

この図も同様に，日常時の交通事故に対する危険惑が災

害時の避難にあたっての危険感を上まわっていることを

示している。
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図 21 地区の人口密度と災害時の避難の評価

以上のことは，多くの市民が未だ未体験である災害時

の避難よりも，日々の見聞，体験による道路の幅員及び

交通事故に，より強い危険感をもっていることを示して

いるに他ならない。

なお，災害時，特に地震時における避難は，避難する

人聞が多いほど困難になると考えられるが，地区の人口

密度と避難における安全性の評価をみたのが図-21であ

る。ここでの人口密度は，地区の夜間人口密度と昼間人

口密度のうち高い値の方をとりあげた。 7地区は，公団

住宅団地で，調査時点では市川市では地震火災時の広域

指定避難場所の指定がなされておらず，団地外への避難

を考えていない人が多いこともあって避難における安全

性の評価が特に高い値になっているのであろう。それ以

外の地区(一般的な居住地)については，概ね，人口密

度が高い地区では避難における安全性の評価が低下する

傾向を示しているといえる。

(4) 日常的近所づきあいと災害時の隣近所の協力体制

の評価

表-4は日常的な近所づきあいと，地区での初期消火

を始めとする防災体制に関する隣近所の協力体制につい

災害時の協力体制の評価

図-22 日常的近所づきあいと災害時の協力体制の評価

ての評価の瀕度布分である。日常時も災害時も同程度の

体制が組めるとみている人が全体の40%(うち，いずれ

も悪いと評価しているのは3%)に対し，災害時の協力

体制は，平常時より困難とみている人が51%.逆に災害

時には期待できるとみている人は 9%にすぎなL、。

こうした全体的傾向を，地区別平均でみたのが図一22

である。これによると，少なくとも. 0.6ポイント，災
害時の協力体制の評価が低下しているのであるが，日常

的近所づきあいの良好な地区は，災害時での協力体制に
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も高い評価が与えられる傾向のあることが読みとれよ

う。

以上，表-2の評価項目のなかで特徴的とおもわれる

いくつかの項目について，各々の評価聞の関係を地区別

集計を軸としてみてきた。それらをまとめると，

居住性の満足感く安全性への危険感

日照ゃ建て込みの満足感<火災への危険感

平常時の火災の危険感く地震時の火災の危険感

建物の地震破壊の危険感く地震時の火災の危険感

道路・交通事故への不満感<災害時の避難への安心感

日常的近所づきあいの満足感<災害時の協力体制への

不安感

のように示される。すなわち，調査地区の多くが，未だ

空地を介在しつつも道路未整備のまま市街化途上にある

ために，災害時の避難よりも日々の交通事故や道路への

不満が高い点を除いて，日常の居住環境と災害時の安全

環境を対比的に評価するならば，居住者にとっては，日

々の居住性への不満感よりも相対的に災害危険への危娯

が強く意識されているといえるのである。さらに，こう

した居住性と安全性の評価には正の相関関係にあり，本

調査でみる限り，概ね，居住性評価と安全性評価には

0.5ポイントの格差がある。

4-4 開発形態に対する居住性と

安全性の評価

未だ未成熟市街地が多い郊外住宅地において，近隣で

の各種の開発についての居住環境上及び安全性上の地区
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への影響を5段階で評価し，地区別の各々の加重平均値

を求めた。

(1) 地区別にみた開発タイプの評価

関-23は，各地区の開発タイプ毎の加重平均値で，居

住性，安全性にかかわる評価をまとめたものである。

これによると，全地区で「一戸建住宅Jについては高
い評価が， i工業専用施設」には低い評価が与えられて
L 、る。

居住性と安全性の評価のギャップが最も大きいのは，

各地区とも「高層共同住宅J i 4~ 5階の共同住宅Jで

あり，いずれも居住性より安全性に高い評価が与えられ

ている。特に，最近の建売住宅街といえる曽谷地区及び

戦前からの戸建住宅街としての真問地区での居住性にお

ける低評価が著しく，逆に，高層共同住宅居住者である

富浜地区では，両タイプの居住性と安全性の評価が高

く，また 4~5 階共同住宅居住者である本北方地区では

富浜地区よりも高層住宅の居住性評価はやや低いもの

の，他地区よりいずれも高く評価されている点が特徴的

である。即ち，これらの共同住宅の居住体験がこの安全

意識及び居住意識に影響していることを何わせる。

(2) 開発タイプの相対的な評価の位置

こうした9タイプの開発形態について，各々のタイプ

が居住者の評価の中で，どのような順位づけがなされて

女 0.5

全
J性
グ〉

O 

いるかをみたのが図-24である。これは 9タイプの6

地区別の評価の加重平均値をプロットしたものである。

市川市での最近の建築動向を統計上でみると敷地

lOO~150m2，建物延床面積 100nf が平均的な「一戸建住

宅Jなのであるが，図 24にみるように，居住性，安全

性，ともに最も高い評価が与えられているのである。以

下， i庖舗等併用住宅J， i商業専用施設J， i長屋式
住宅・木造アパート・建売住宅群J，及びより安全性の
評価が高いグループとして「中層共同住宅・高層共同住

宅Jがあり，最も低い評価を与えられたのが「工業専用
施設」である。

さらに，これらの新しい開発にあたっては i一戸建
住宅Jは安全性より居住性に高い評価を与えているのに

対し，評価が低くなるに従って居住性より安全性に相対

的に高い評価を与える傾向にある。しかし，全体として

は，中・高層共同住宅を除いて，全般に居住性上の評価

と安全性上の評価が 1: 1の比例関係にあることが示さ

れており，先の居住地の現況評価における居住性上の評

価が平均的に安全性上の評価よりもプラス側に評価され

る傾向と異なっている点が注目されよう。

図-24で注目すべきは， i建売住宅群Jの評価と「普
通の一戸建住宅jの評価とのギォップである。回答者が

「普通の一戸建住宅」の普通をどのように解釈したかが
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問題であるが，現実には敷地100-150m2，住宅100m2ほ

どの規模が平均的であるとすれば， r建売住宅群」の戸
建住宅との規模，環境水準の差が，図 24に示されてい

るほどの格差に相当するとは思われないことである。

4-5 まとめ

以上の分析から居住性と安全性にかかわる居住者の意

識構造の枠組みの検討を試みると以下である。

① 地区環境の居住性，安全性上の評価は，その地区で

の居住生活を通してなされる。従って，それらの評価

には，客観的環境実態が投影されている。

② 地区環境を，日常生活にかかわる居住性と，災害時

における安全性の二面から対比的に評価すれば，一般

には居住性よりも安全性における危険意識が強く表明

される。特に，火災に対する危険感が強い。

③ 日々の生活において不満感の高い道路(幅員，事

故)においても災害時の道路機能(避難)への危倶は

弱く，避難できると考えている。

④ 地区で開発されるとの仮定のもとでの，建造物への

評価は，②と対照的に居住環境上の諸問題の発生への

危倶(居住性上の評価の低下)が表面化する傾向にあ

る。

⑤ ②~④は，居住性，安全性にかかわらず，直接体験

により形成・強化された評価は，非体験的思考的に形

成された評価よりも強く表明さ今Lることを示してい

る。さらに，日々の居住環境が安定した平常時におけ

る強い災害に対する危険意識も，何らかの開発という

環境変容に直面すれば，開発がもたらす居住環境の悪、

化(居住性についての評価)に対する不満感に凌駕さ

れることを示しているといえよう。

5.防災まちづくりへの展開の可能性

5-1 家庭で実施している防災対策
表-5は，各家庭での防災対策の実状を問うた結果で

ある。この表から次のことが読みとれる。

① 各地区共通で集中している防災対策は「感震遮断型

石油ストーフγこ替えたJ r風呂楠に水J r消火器常備」
「火災保険の加入」である。

② 地区別に施された対策件数をみると，全平均で一世

帯あたり 3.33件に対し，地区の危険度意識の低い6(富

浜)， 7 (本北方〉地区は，各々 2.67件， 2.97件と少

なく，逆に危険度意識の高い 3 (大洲)， 2 (真間)， 

5 (日]尻)地区では， 各々 3.26，3.91， 3.93と相対的

に多い。しかし，こうした対策件数は単に危険度意識だ

けと比例的関係にあるわけではない。それは，防災対策

がし、ずれも何らかの費用を要することに起因する。表f土

省略するが，居行性の所得水準別の平均対策数では，年

収200万円以下で世帯あたり 3.04件に対し， 350万円

以下で3.17件， 500万円以下で3.51件， 700万円以下

で3.74件， 700万円以上で4.00件である。従って，持

家率の低い 1(湊新田)， 3 (大洲)地区では危険度意、

識の高さと逆に居住者の所得水準の故に，相対的に各家

庭で構じた対策数が少なくなっていると考えるべきであ

ろう。

③対策件数としては多くないが， 1 (湊新田)， 2 

(真間)， 3 (大洲) 5， (田尻)地区で，低地盤とい

う地区特性も反映して r敷地の嵩上げ」が実施されて
いる。同時に， 2 (真間)， 5 (田尻)地区での「カベ

の防火造化」もわずかながら実施されている。しかし，

これらはいずれも年収350万円以上の所得層に偏寄して

いるのである。

5-2 地区で希望する防災対策
表-6は，地区で希望する防災対策の結果である。

① 各地区で最も希望の多い対策をみると，市街地とし

ての基盤整備のされていない2(真間)， 3 (大洲)， 

4 (曽谷)地区では「消防車の入れる 6m以上の道路整

備」である。工業団地に近接する低湿な 5 (田尻)地区

では「安全な避難場所の確保J，土地区画整理のなされ
た1(湊新田)地区では「誘導などの避難対策の確立」

を希望している。これらの一般市街地地区に対し，土地

区画整理されたが未だ空地の多い6 (富浜)地区では，

周辺の市街化動向を反映して「ミニ開発・木造アパート

の規制Jが第 1位であり，同様に周辺に農地(市街化調

整区域)の残る 7 (本北方)地区では「農地・緑地の保

全」に希望が集中する。

② 他方，各地区共通の希望の多い対策は r6m以上道

路の整備Jr安全な避難場所の確保Jr個々の建物の不
燃化とその助成Iである。注目すべきは r建物を共同
化して不燃化の促進とその助成」に対する支持は極めて

低いのに対し， r個々の不燃化の助成Jは希望の多い点
である。先の居住性評価における道路事情の負の評価，

火災に対する危険度意識が，先ずr6m以上の道路整備J
に希望を集中させているといえるが，同時に開発タイプ

の影響評価に表われている如く，戸建住宅への希望が圧

倒的であり，市街地不燃化も，共同でなく個々への「助

成」に希望が集中しているといえよう。

5-3 転居・増改築と建物共間不燃化の志向
転居・増改築の意向を調べたのは，それが日常的な住

要求の顕在化であること及びまちづくりの主体たるべき

居住者の将来動向を示すとともに，今後形成される居住

地形態の方向を示すであろうという理由による。

① 表ー7は，転居意向を問うたものだが r永住Jは
31%に対し r転居予定・希望」は51%に達する。当
然，永住希望者は持家層でかつ，相対的に居住年数も永
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表-5 家庭で実施している防災対策

防災対策(複数回答) (%) 岡田|真閑|大洲|曽谷|田尻|富浜|本北方| 計

1.消火器 61.2 59.6 68.8 77.6 42.1 43.3 95. 7 

2.消火用パケツ 20.6 34.7 21. 2 30.0 27.6 14. 7 23.9 24.4 

3.消火水槽 2.8 5.1 4.8 5.3 1.1 3.0 

4.風呂桶に水を入れておく 50.5 73.5 64.4 77.5 67.1 51. 6 77.6 65.0 

5.非常持出用の袋・金庫 16.8 31. 6 17.1 25.0 27.6 17.6 29.9 22.7 

6.火災保険に加入 56.1 76.5 67.1 80.0 67.1 85.3 67.2 70.0 

7.石油ストーブを感震装置のあるものに替えた 53.3 50.0 60.3 67.5 68.4 42. 1 43.3 55.4 

8 プロパンガスの元栓に感震装置をつけた 2.8 6.6 1.2 

9.カ~ベをモルタルなど防火造に改造した 9.3 18.4 8、9 8.8 22.4 4.2 3.0 10. 7 

10.筋力内、や金具などで家屋を補強した 3. 7 11. 2 4.8 2.5 2.6 3.9 

11.木造家屋を不燃建物にかえた 5.6 4.1 1.4 3.9 1.1 2.4 

112(ト村一燃えにくしもゆた 0.9 3. 1 0.7 1.3 3.9 3.2 3.0 2.1 

13.本箱などが倒れないよう針金などで固定した 1.9 2.0 3.4 2.5 1.3 2.1 3.0 2.4 

14.水が入らぬようかこいをした 0.9 2.0 o. 7 1.3 2.6 1.0 

15.敷地のかさ上げ 8.4 16.3 11.6 2.5 9.2 7.6 

16.その他 1.9 1.0 2.1 3.0 1.0 

2判2釘| 3.33 日
表-6 地区で希望する防災対策

防災対策(複数回答) (%) 岡田|真向!大洲|曽谷|田尻|富浜|本北方[ E十

1.個々の建物の不燃化とその助成 29.0 36.7 26.7 38.8 36.8 30.5 29.9 32. 1 

2 建物を共同化して不燃化の促進及びその助成 6.5 4.1 4.1 6.3 15.8 16.4 7.1 

3.消防車の走れる 6m以上の道路の整備 29.0 45.9 58.9 52.5 42.1 29.5 38.8 43.4 

4.避難道路の安全確保(沿道の不燃化など) 29.0 37.8 33.6 25.0 22.4 22.1 19.4 28. 1 

5.安全な避難場所の確保 36.4 31. 6 31. 5 33.8 43.4 25.3 26.9 32.4 

6.避難の誘導などその他の避難対策の確立・徹底 41. 1 24.5 27.4 22.5 22.4 27.4 23.9 27.6 

7.大型防火水槽の設置 4. 7 5.1 12.3 18.8 14.5 9.5 6.0 9.9 

8.消防力の増強 22.4 21. 4 11.0 16.3 10.5 27.4 20.9 18.4 

9.防災訓練・意識の強化 19.6 17.3 14.4 10.0 15.8 26.3 9.0 16.6 

10.消火バケツの全戸配布 10.3 2.0 6.8 2.5 10.5 3.2 4.5 5.8 

11.街頭への消火器の配俄 12.1 12.2 6.2 10.0 13.2 4.2 7.2 9.'0 

12. ミニ開発・木造アパートなどの規制 16.8 22.4 17.8 16.3 17.1 45.3 40.3 24.1 

13 農地・緑地の保全 22.4 12.2 17.1 3¥. 3 22.4 26.3 47.8 24.0 

14 その他 1.0 0.7 1.1 0.6 

※ 表-5は，実施している対策をすべて問うたもの。表 6は，三つ選択させたもの。

L 、。 性の評価でも他地区に比べて高く，また図 23の開発タ

イプ別影響評価でも，中高層共同住宅の評価(特に安全

性に関して)が高いのであるが， ["一戸建住宅」への志

向は極めて強いのである。

③ 表-9は，マンションなどの共同住宅以外の居住者

の増改築志向である。["最近増改築したJが11%， ["計
画中・希望jが38%である。その工事をみると， ["現住

② 表-8は，転居予定・希望者の現住宅と転居希望住

宅のクロス集計である。 87%に及ぶ人が， 1一戸建住宅」
への希望で，中高層共同住宅への希望はあわせて10%弱

にすぎない。現住宅がマンションで、ある人の大部分は，

6 (富浜)地区に，共同住宅団地は， 7 (本北方)地区

に対応するが，この両地区では，表一2の居住性と安全
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宅の建てかえ」が32%(50件)， 1"""庭への増築」が23%

(36件)， 1"""上階への増築」が22%(34件)である。ま

た，建築後10年前後で，増改築要求が強くなるといえ

る。

④ 表一10は，現住宅がマンション，共同住宅団地以外

の人に，特に「建物の共同不燃化」に対する意見を問う

たものである。借地権者，借家権者ほど1"""賛成Jが多

く持地層，持家層ほど「反対Jが多い。賛成意見として

は持地層の「狭い土地の有効利用」に対し，借地・借家

層は「借地借家権の保護」を条件としている。反対意見

としては，持地層及び借地持家層とも1"""生活や権利の

わずらわしさJ 1"""狭くても木造一戸建を好むJである。

これは，先述の地区での防災対策で， 1"""建物の共同不燃

化」の希望が少なく， 1"""個々 の不燃化の助成」に希望が

多かった点を併せ考えれば，安全性評価にみられる危険

表-7 現在地での居住年数と転居意向

計

(克)

6.9 

2 ~ 5 年 6.9121.3-1 7.61 7.41 43.1 
6 ~ 10年 17.1 1 5.7 1 3.6 1 3.8 1 20.2 

11 ~ 20年 4.9 1 6.1 1 1. 3 1 3.5 1 15.7 

21年以上

計(%) 130.9137.0114.3117.81 100.0 

表-8 転居予定及び希望者の現住宅と希望する住宅

[ifl-i 造木
ーマ

ン
ア
ノ、e シ

ヨ

ト ン

一戸建住宅 1

中層共同住宅!

高層共同住宅|

一戸建併用住宅 l 
長屋式住宅 l
木造アパート!

長屋式併用住宅 ( 

そ の

計(%)

意識が家屋の不燃化志向は促進させるが，共同化(共同

建てかえ)には志向せず，日常的居住環境の要求から

「一戸建住宅」を希求することになることを示している

と解せよう。

6.考察
本研究の目的は，日常の居住環境整備のためのまちづ

くりにおいて，防災都市づくりの展開の可能性とその糸

口をみいだすため，居住地のB常的居住性と災害時の安

全性を対比的に評価測定することにより，安全性にかか

わる災害危険意識が，日常的居住環境の改変にと'のよう

に回帰するかを明らかにすることであった。その結果，

共 活舗 ヨ: そ

住同 場併 の 計
併 併他

宅 用 用 用
団 住宅 宅住 住宅

(%) 

地

86.5 

4.9 

4. 7 

1.5 

0.2 

0.2 

0.2 

1.7 

100.0 

①災害危険意識は，居住環境意識とともに地区環境の状

況に規定されること。②王子常時においては日常の居住環

境上の満足度に比べて災害への危険意識が相対的に強く

表明されること。③災害危険意識が日常の防災対策を促

進させうるがその実施は所得水準に大きく規定されるこ

と。④①の故にまた，地区に希望する公共防災対策は，

地区の実状に対応した対策を希望すること。⑤反面，住

宅に関しては火災に対する危険意識が強く，共同住宅居

住者の中高層共同住宅への安全性評価は高いにも拘ら

ず，狭くても戸建住宅を希求し，そこでは災害危険意識

が日常性の中に潜在化すること。⑥従って，木造戸建住

宅の火災に対する危険意識の強さは，戸建てで不燃化助
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成への希望が多いこと，が明らかとなった。

本研究は試論的検討の枠を越えるものではない。第ー

に，アンケ}ト調査の回収率の低さは，どこまで母集団

を抽出しているかに問題を残すし，第二に調査地区の多

くが比較的新しい未成熟な市街地に限られていることも

問題となろう。これらの問題については，今後の課題と

したいが，少なくとも，居住性と安全性を対比して評価

検定するという試みは，従来の居住環境を構成するー要

素としての安全性(快適性，利便性，保健性との組み合

せ)のウエイトでは不明確で、あった，日常的居住環境評

価と災害危険評価の関連を構造的に明らかにしていく糸

口になることを明らかにしたといえよう。そして，その

ことが防災まちづくりを現実に展開していくためには不

可欠であると思われるのである。

表-9 建築年数と増改築の意向

¥建築年増数改築の意¥向

最近 具
や 考

増築改

体的 思り え 言十
った て

計iこ てい L 、
(%) 

し
画中
L 、と な

た る し、

5年以下 14. 5 1 0.31 7. 5 118.2¥ 30.4 

6 ~ 10年 12.7 1 1. 2112. 8¥15.21 31. 9 
1 ~ 20年 12. 7 1 O. 6110. 4111. 0 1 24.8 
21 ~ 30年¥ O. 6 1 -1 1. 8 ¥ 2. 1 1 4.5 
30年以上 1O. 9 1 -1 3. 3 I 2. 1 1 6.3 

不明だが古い 1 -1 -1 O. 31 1. 8 1 2‘1 

計(%) ¥11. 3 1 2. 1 1 36. 1 1 50. 4¥ 100.0 

表一10 建物の共同化不燃化への志向

共同化志向
賛 成

効狭 な連 安共 が借
での築増利し、 ら続

があ化同
守地

用敷 ば建 ら・
の地

長 りす れ{昔
たの れ

れば権家現住宅
め有 屋

tま

持(地306・ケ持ン家) 8.2 1.2 3.3 2.5 

借地・持ン)家
(44ケ 0.4 0.2 0.6 1.9 

借家・賃貸
アパート 2.1 0.2 0.6 3. 7 
(94ケン)

計(%) 1.6 4.5 

注

1)宮城県の調査(1979)によると，宮城県沖地震被害

者に対して，現住宅(被災住宅)の選定理由及び評価

を，従来の調査よりも居住性と安全性を対置させる形

でおこなっている。その結果によると，住宅選定にあ

たっては，日常的居住性(特に利便性)が基本的な決

定要因となっている。

2)被害想定が， 500mメッ、ンュとか町丁別になしえる

ならば，被害想定をもって地域危険度の測定がなされ

たことになるが，現段階では被害想定に関する理学

的，工学的手法の限界から，町丁目区域(又は 25~

100ha)毎の被害想定は困難である。

3)この昼間人口は次式で推計したものである。

で
き
な
し、

5.4 

0.4 

1.2 

7.0 

反 対
そ

構成比(鬼)

が資
ずわ活生 一狭く 賛 反

る産
建戸ヵ: て

の 計 成 対

2題
わLしら、や権利カミ 良も の のヵ:

下 L室 他 計 計

3.5 21. 4 27.6 0.6 73.8 20.9 79.1 

0.4 2.9 3. 7 0.4 10.9 29.4 70.6 

0.2 2.3 4.7 0.2 15.3 43.8 56.2 

4. 1 26.6 36.1 1 1. 21100. 0 1125.3174.7 

c。
P=a・::EPn十b・::EPn+L+M 

ね=Q n=15 

P 推計昼間人口

Pn: n才夜間人口 (s50園調，ただし，行徳地区は

s 51住調を用いた)

a 幼児在宅率) 5才以下夜間人口のうち幼稚園に

行かない人口の割合 (s50) 

b 成年在宅率)15才以上夜間人口のうち，自宅に

残留する人口の割合 (s50) 

なお， a， b ~ì，各々，町別に算定した。

L :収容人口 100人以上の多人数収容施設の収容人員

数 (s52消防局資料)多人数収容施設とは，大型

応舗などの民間施設，学校，幼稚濁，公営・公共

事業所・施設で，民営事業所は除いた。



3& 総合都市研究第11号

M:民営事業所の推計従業員数 (851総務部資料)各
々り町了別に，産業大分類による業種別事務所数

に各々平均従業員数を乗じて，合計したもの。

F建 設業 7.33人/所

運輸通信業 30.10人/所

金融・保険業 26.13人/所

電気・ガス・水道業:261. 00人/所

不動産業1.56人/所

サービス業 4.76人/所

f甲 (20人以上) : 90.82人/所
製造業{

l乙 (19人以下 6.03人/所

l 卸小売業については，町丁別の従業員数
デ」タがあったので、用いた。

:4 )東京都 (1975，1980)における地域危険度は，図-

2に示す4つの危険度の他に I避難面からみた危険

1 度jを加えて総合化している。市川市では未だ地震火

災時の広域避難場所が指定されていなかったことから

除いてある。

5)地域危険度のスコアとは，図-2で示した各危険度

の得点であり 0~4 のランク区分の元となる数値で

ある。

6)災害に対する意識や防災行動の実施が，直接，間接

の災害についての経験と学習の過程を経て形成されて

いくとすれば，安全性への信頼度の低下が予想される

ところである。また，そうした個人の適応札 個人の

災害についての関心度に強く規定されるとするなら

ば，必ずしも安全性への信頼度が低下しない場合もあ

りうる。
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CASE STUDY OF DESIRES FOR COUNTERMEASURES AGAINST 

DISASTERS THROUGH PERCEPTION OF DISASTROUS DANGER 

IN V ARIOUS RESIDENTIAL DISTRICTS 
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Comprehensive Urbαn Studies， No. 11， 1980， pp. 19-37 

It is the purpose of this case study to clarify the residents' desires for countermeasures against 

disasters which are recognized through the perception of disastrous danger in their daily living 

environment. With this as a view， the assessmenst survey of dangerous environments， in contrast to 

the amenity of the daily living environment， was held in various residential districts. 

The results of this study are as follows. 

(1) The danger of disasters is usually perceived more strongly than the degreeo f satisfaction with 

the various amenities. Particularly the danger of fires is strongly perceived. 

(2) The strong perception of danger from disasters increases the desire for private countermeasures， 

but the enforcement of the countermeasures is related to the sum of each household's income. 

(3) The wooden single houses， which are usually rather small， are desired though the danger of fires 

is strongly perceived and the safety of a ferroconcrete multi-storied apartment house against fires and 

earthquakes is strongly perceived. This means that the perception of danger which is not perceived from 

experience is decreased by this desire which is enforced in daily life. 

* Center for Urban Studies， Tokyo Metropo1itan University 




